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この概要は、総務省統計局が令和７年１月 29日に公表した、令和５年住宅・土地統計調査の

「住宅の構造等に関する集計」及び令和７年３月 26 日に公表した、同調査の「土地集計」に係る

静岡県分の主要な事項について取りまとめたものである。

【利用上の注意】

１ 統計表は、それぞれ表章単位未満を四捨五入して表章しているため、表中の個々の数値の合

計が必ずしも総数とは一致しない。なお、本調査は標本調査であり、結果数値は標本誤差を含

んでいる。

２ 増減率、割合等は、一部を除き表章単位の数値から算出している。

３ 統計表中の「－」は、調査又は集計したが該当数字がなかったもの、数字が得られなかった

ものを、「０」は、調査又は集計したが該当数字が表章単位に満たないものを示す。

４ 本調査では、現住居の敷地以外の宅地などを所有している場合、それぞれの区画の取得方法、

利用現況、所在地等（以下「取得方法等」という。）の詳細について最大３件目までを調査して

おり、この資料の表５並びに都道府県別の指標のうち「現住居の敷地以外の宅地などの所在地

別所有件数の割合」は、調査で把握した取得方法等の合計を総数として割合を算出している。

５ 調査結果の詳細は、総務省統計局ホームページを参照のこと。

〈URL〉https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2023/tyousake.html

【住宅の構造等に関する集計とは】

令和５年住宅・土地統計調査における住宅の構造等に関する集計とは、持ち家の増改築・改修

工事、耐震改修工事など住宅の構造に関する項目、最寄りの生活関連施設までの距離など住環境

に関する項目などについて、集計した結果（確定値）である。

【土地集計とは】

令和５年住宅・土地統計調査における土地集計とは、世帯が所有している住宅及び土地の所有

状況や、世帯が所有している現住居の敷地以外の宅地などの取得方法、利用現況、所在地などに

ついて、集計した結果（確定値）である。



Ⅰ 住宅の構造等に関する集計
１ 平成 31年以降に行われた持ち家の増改築・改修工事等の状況

平成 31 年以降、住宅の増改築・改修工事等が行われた持ち家は 287,700 戸で、持ち家全体

に占める割合は 29.1％となっている。

住宅の増改築・改修工事等が行われた住宅の工事内容の割合（「その他の工事」を除く）をみ

ると、「台所・トイレ・浴室・洗面所の改修工事」が 15.5％と最も高く、次いで「屋根・外壁

等の改修工事」が 11.6％、「天井・壁・床等の内装の改修工事」が 7.1％などとなっている。

平成 31 年以降、住宅の増改築・改修工事等が行われた持ち家の割合について、住宅の建築

の時期別にみると、平成 12 年以前に建築された持ち家の３割以上が、増改築・改修工事等を

行っており、「昭和 56 年～平成２年」が 40.7％と最も高くなっている。

（表１、図１）
表１ 住宅の建築の時期別平成 31 年以降の住宅の増改築・改修工事等別持ち家数

図１ 平成 31 年以降の住宅の増改築・改修工事等の状況別持ち家の割合

平成 31 年以降に増改築・改修工事等が行われた持ち家の割合は 29.1％
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２ 平成 31年以降に行われた持ち家の耐震診断・改修工事の状況

平成 31 年以降、住宅の耐震診断が行われた持ち家は 142,000 戸で、持ち家全体に占める割

合は 14.3％で全国５位（率の高い順。以下同じ。）となっている。これを住宅の建て方別にみ

ると、共同住宅が 24.1％、長屋建が 19.0％、一戸建が 13.6％となっている。

また、耐震診断が行われた持ち家のうち、耐震性が確保されていた持ち家は 120,500 戸で、

耐震診断が行われた持ち家に占める割合は 84.9％となっている。これを住宅の建築の時期別

にみると、「昭和 55 年以前」の 37.2％に比べ、「昭和 56 年以降」が 95.0％と高い割合となっ

ている。

（表２－１）

表２－１ 住宅の建て方・建築の時期、平成 31 年以降における住宅の耐震診断の有無別持ち家数

平成 31 年以降に、住宅の耐震改修工事が行われた持ち家は 35,300 戸で、持ち家全体に占め

る割合は 3.6％で全国３位となっている。これを住宅の建て方別にみると、一戸建の 3.8％に

比べ、共同住宅が 0.3％と低い割合となっている。耐震改修工事が行われた持ち家の内容の割

合をみると、「金具による補強」が 47.9％と最も多く、次いで「筋かいの設置」が 41.6％、「壁

の新設・補強」が 41.4％などとなっている。

（表２－２）

表２－２ 住宅の建て方、平成 31 年以降における住宅の耐震改修工事の状況別持ち家数

平成31年以降に住宅の耐震診断が行われた持ち家の割合は14.3％
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３ 高齢者が住む住宅のバリアフリー化率

65 歳以上の世帯員のいる主世帯（以下「高齢者のいる世帯」という。）（702,000 世帯）のうち、

一定のバリアフリー化住宅に居住している世帯は 340,900 世帯で、高齢者のいる世帯に占める割合

（以下「一定のバリアフリー化率」という。）は 48.6％で全国 10 位となっている。また、高度のバ

リアフリー化住宅に居住している世帯は 75,200 世帯で、高齢者のいる世帯に占める割合（以下「高

度のバリアフリー化率」という。）は 10.7％で全国 11 位となっている。平成 30年と比べると、一

定のバリアフリー化率は 3.2 ポイント、高度のバリアフリー化率は 1.0 ポイントそれぞれ上昇して

いる。

一定のバリアフリー化率について住宅の建築の時期別にみると、平成 13 年以降は、いずれも約

70％となっており、中でも「平成 23年～令和２年」が 69.6％と最も高くなっている。

（表３－１、表３－２）

表３－１ 高齢者のいる世帯数（一定のバリアフリー化住宅に居住する世帯数、

高度のバリアフリー化住宅に居住する世帯数）（平成 30 年、令和５年）

表３－２ 住宅の建築の時期別高齢者のいる世帯数（一定のバリアフリー化住宅に居住する世帯数、

高度のバリアフリー化住宅に居住する世帯数）
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高齢者が住む住宅の一定のバリアフリー化率は48.6％

（注）一定のバリアフリー化住宅とは、人が居住する住宅について、高齢者等のための設備・構造のうち、２箇所以上の「手すりの設

置」又は「段差のない屋内」がある住宅をいい、高度のバリアフリー化住宅とは、２箇所以上の「手すりの設置」、「段差のない屋内」

及び「廊下などが車いすで通行可能な幅」がいずれもある住宅をいう。



４ 住環境（生活関連施設までの距離）

６歳未満の子のいる世帯（94,900 世帯）について、最寄りの保育所までの距離別にみると、

「500ｍ未満」が 32,900 世帯（６歳未満の子のいる世帯に占める割合 34.7％）、「500ｍ～1,000

ｍ未満」が 37,600 世帯（同 39.6％）、「1,000ｍ以上」が 24,400 世帯（同 25.7％）となってい

る。平成 30 年と比べると「500ｍ未満」の割合が 9.1 ポイント上昇しているのに対して「500

ｍ～1,000ｍ未満」が 3.0 ポイント、「1,000ｍ以上」が 6.2 ポイント低下している。

（表４－１）

表４－１ 最寄りの保育所までの距離別６歳未満の子のいる世帯数（平成 30 年、令和５年）

高齢者のいる世帯について、最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別にみると、

「500ｍ未満」が 443,600 世帯（高齢者のいる世帯に占める割合 41.2％）、「500ｍ～1,000ｍ未

満」が 341,400 世帯（同 31.7％）、「1,000ｍ以上」が 292,600 世帯（同 27.2％）となっており、

1,000ｍ未満の世帯が 72.9％と約７割を占めている。平成 30 年と比べると、「500ｍ未満」の割

合が 4.3 ポイント上昇しているのに対し、「500ｍ～1,000ｍ未満」の割合が 1.5 ポイント、

「1,000ｍ以上」の割合が 2.7 ポイント低下している。

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離「500ｍ未満」の割合について、高齢世帯の型

別にみると、「高齢単身世帯」が 42.6％と最も高く、次いで「高齢者のいる夫婦のみの世帯」

が 41.2％、「高齢者のいるその他の世帯」が 40.8％となっている。

（表４－２）

表４－２ 高齢世帯の型、最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別世帯数（平成 30 年、令和５年）

６歳未満の子のいる世帯のうち、最寄りの保育所までの距離が 500ｍ未満は 34.7％

高齢者のいる世帯のうち、最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が500ｍ未満は41.2％
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高齢者のいる世帯について、最寄りの緊急避難場所までの距離別にみると、「500ｍ未満」が

487,700 世帯（高齢者のいる世帯に占める割合 45.3％）、「500ｍ～1,000ｍ未満」が 338,400 世

帯（同 31.4％）、「1,000ｍ以上」が 251,300 世帯（同 23.3％）となっている。平成 30 年と比

べると、「500ｍ未満」の割合が 2.2 ポイント上昇しているのに対し、「500ｍ～1,000ｍ未満」

が 1.2 ポイント、「1,000ｍ以上」の割合が 1.0 ポイントそれぞれ低下している。

最寄りの緊急避難場所までの距離「500ｍ未満」の割合について、高齢世帯の型別にみると、

「高齢単身世帯」が 47.8％と最も高く、次いで「高齢者のいるその他の世帯」が 45.2％、「高

齢者のいる夫婦のみの世帯」が 43.0％となっている。

（表４－３）

表４－３ 高齢世帯の型、最寄りの緊急避難場所までの距離別世帯数（平成 30 年、令和５年）

高齢者のいる世帯のうち、最寄りの緊急避難所までの距離が500ｍ未満は45.3％
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Ⅱ 土地集計
１ 世帯が所有している土地の状況

世帯（1,478,000 世帯）のうち、現住居の敷地を所有している世帯は 845,000 世帯で、世帯

に占める割合は 57.2％となっている。

また、現住居の敷地以外の土地を所有している世帯は 237,000 世帯（世帯に占める割合

16.0％）となっており、このうち現住居の敷地以外の宅地などを所有している世帯は 154,000

世帯（同 10.4％）となっている。

平成 30 年と比べると、現住居の敷地を所有している世帯の割合は 1.5 ポイント上昇したの

に対して、現住居の敷地以外の土地を所有している世帯の割合は 0.8 ポイント低下した。

（表５）

表５ 土地の所有状況別世帯数（平成 30 年、令和５年）

２ 世帯が所有している現住居の敷地以外の宅地などの状況

現住居の敷地以外の宅地などの所有件数について、利用現況別に割合をみると、「住宅用地・

事業用地」が 96.2％、「その他（原野など）」が 3.8％となっている。このうち「住宅用地・事

業用地」について、その内訳をみると、「主に建物の敷地として利用」が 64.9％と最も高く、

「主に建物の敷地以外に利用」が 18.5％、「利用していない（空き地）」が 12.8％となってい

る。 （表６）

表６ 現住居の敷地以外の宅地などの利用現況別所有件数の割合

現住居の敷地を所有している世帯は 57.2％

現住居の敷地以外の土地を所有している世帯は 16.0％

現住居の敷地以外の宅地などのうち住宅用地・事業用地の利用現況は、「主に建物の敷

地として利用」が 64.9％
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静岡県の指標１
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静岡県の指標２
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